
Ⅰ　概況

　我が国の対外の貸借（いわゆる本邦対外資産負債残高）
は，外国為替及び外国貿易法（昭和24年法律第228号）第
55条の９及び外国為替令（昭和55年政令第260号）第18条
の９の規定に基づき毎年12月末現在で作成され，暦年中の
国際収支とともに，翌年５月末までに財務大臣から内閣に
報告されている。
　平成30年末現在の対外の貸借は，令和元年５月24日の閣
議において報告され，閣議終了後対外公表された。
　国際収支状況が一国（一経済圏）と他の経済圏との資金
の動き（資金フロー）を総括的に示す表であるのに対し，
本邦対外資産負債残高は，我が国の対外金融資産，負債に
係る貸借対照表であり，一国（一経済圏）の海外勘定の残
高（ストック）を表した計数である。ここで示される期末

の残高は，同期間中に発生した金融取引のほか，為替相場
の変動や株価・債券価格等の変動を含む評価増減等の調整
が反映されたものである。
　また本計数は，資産・負債に区分され，その差額がネッ
トポジション（純資産又は純負債）を示している。構成項
目は，基本的には国際収支状況の金融収支の項目と一致し
ており，その内訳項目も国際収支状況の項目区分に準じて
いる。
　以下，本稿では，平成30年末現在の我が国の対外資産負
債残高の状況について，説明する。
　なお，平成26年末の計数より，国際通貨基金（IMF）が
定めた国際収支マニュアル第６版に準拠して作成してい
る。平成25年末以前の計数は可能な範囲において当該第６
版の基準により組み替えているが，一部の項目では計上基
準が異なることに留意する必要がある。

平成30年末現在の我が国の対外の貸借の状況
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対外純資産

対外資産：本邦居住者が海外に対して保有する金融資産

対外負債：非居住者が日本に対して保有する金融資産

平成30年末　対外資産負債残高の動向
単位：兆円

（注）2014年末より国際収支マニュアル第６版に準拠。
　　　2013年末以前の計数は可能な範囲において第６版の基準により組み替えているが，一部の項目では計上基準が異なる。
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Ⅱ�　平成30年末現在の我が国の対外資産負
債残高の状況

⑴�　平成30年末現在の対外資産残高は，1,018兆380億円
（前年末比＋４兆6,740億円，＋0.5％）となった。直接投
資や非居住者に対する貸付等が増加したことから，対外
資産残高は10年連続で増加した。

⑵�　また，対外負債残高は，676兆4,820億円（前年末比▲
７兆5,800億円，▲1.1％）となった。非居住者が保有す
る本邦株式の価格下落等による負債の減少により，対外
負債残高は９年ぶりに減少した。

⑶�　以上から，対外資産残高から対外負債残高を差し引い
た対外純資産残高は，341兆5,560億円（前年末比＋12兆
2,540億円，＋3.7％）となった。対外資産が増加した一
方で対外負債が減少したため，対外純資産残高は２年ぶ
りに増加した。

　�　なお，我が国の対外純資産の規模について，IMFが公
表しているIFS（International�Financial�Statistics）を用
いて各国と比較すると，平成３年末以降28年連続で世界
最大の対外純資産国となっている。
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第１表　本邦対外資産負債残高（平成29年末と平成30年末残高比較）
（単位：10億円）

資　　　産 平成29年末 平成30年末 平成30年中増減 負　　　債 平成29年末 平成30年末 平成30年中増減
1．�直　接　投　資 175,141 181,704 6,563 1．�直　接　投　資 28,926 30,711 1,785
株 式 資 本 118,738 123,418 4,680 株 式 資 本 16,467 16,511 45
収 益 の 再 投 資 41,429 40,076 △1,353 収 益 の 再 投 資 6,515 7,267 752
負 債 性 資 本 14,974 18,210 3,236 負 債 性 資 本 5,944 6,932 988

2．�証　券　投　資 463,596 450,844 △12,752 2．�証　券　投　資 376,721 351,269 △25,451
株式・投資ファンド持分 189,226 180,848 △8,378 株式・投資ファンド持分 219,841 176,300 △43,541
株 式 86,130 78,500 △7,629 株 式 216,536 172,918 △43,618
中 央 銀 行 14 14 △1
預 金 取 扱 機 関 255 544 289 預 金 取 扱 機 関 14,596 10,369 △4,227
一 般 政 府 7 13 6
そ の 他 金 融 機 関 81,281 73,796 △7,484 そ の 他 金 融 機 関 9,188 8,661 △526
そ の 他 4,572 4,133 △439 そ の 他 192,752 153,888 △38,864

投 資 フ ァ ン ド 持 分 103,096 102,347 △749 投 資 フ ァ ン ド 持 分 3,306 3,382 77
預 金 取 扱 機 関 18,144 19,704 1,560
一 般 政 府 7 16 9
そ の 他 金 融 機 関 79,100 77,255 △1,844 そ の 他 金 融 機 関 3,306 3,382 77
そ の 他 5,846 5,372 △474 そ の 他 − − −

債 券 274,370 269,997 △4,374 債 券 156,879 174,969 18,089
中 長 期 債 269,741 265,433 △4,308 中 長 期 債 94,201 102,615 8,414
預 金 取 扱 機 関 83,671 82,370 △1,301 預 金 取 扱 機 関 12,105 13,118 1,013
一 般 政 府 384 400 16 一 般 政 府 72,927 79,581 6,654
そ の 他 金 融 機 関 165,099 162,323 △2,776 そ の 他 金 融 機 関 3,000 2,701 △298
そ の 他 20,587 20,340 △247 そ の 他 6,169 7,214 1,046

短 期 債 4,629 4,564 △66 短 期 債 62,678 72,354 9,675
預 金 取 扱 機 関 2,789 2,586 △203 預 金 取 扱 機 関 1,061 648 △413
一 般 政 府 1 2 1 一 般 政 府 61,220 71,241 10,021
そ の 他 金 融 機 関 806 965 159 そ の 他 金 融 機 関 1 19 18
そ の 他 1,033 1,011 △22 そ の 他 397 446 49

3．�金融派生商品 33,880 32,166 △1,714 3．金融派生商品 33,971 30,723 △3,248
預 金 取 扱 機 関 5,644 6,741 1,097 預 金 取 扱 機 関 6,484 6,848 364
一 般 政 府 11 6 △6 一 般 政 府 23 19 △5
そ の 他 金 融 機 関 28,224 25,419 △2,805 そ の 他 金 融 機 関 27,399 23,787 △3,612
そ の 他 0 − △0 そ の 他 64 69 5

4．��そ の 他 投 資 198,340 213,048 14,707 4．�そ の 他 投 資 244,444 263,778 19,334
持 分 9,178 11,933 2,755 持 分 881 964 83
現 ・ 預 金 16,914 17,317 404 現 ・ 預 金 35,574 42,111 6,537

中 央 銀 行 19,990 25,139 5,149
預 金 取 扱 機 関 4,943 5,067 124 預 金 取 扱 機 関 15,584 16,972 1,389
一 般 政 府 17 16 △1
そ の 他 金 融 機 関 7,347 7,211 △136
そ の 他 4,607 5,022 415

貸 付 133,366 138,997 5,631 借 入 166,147 176,979 10,832
［長 期］ 73,832 75,183 1,351 ［長 期］ 10,995 11,492 497
［短 期］ 59,534 63,814 4,280 ［短 期］ 155,151 165,486 10,335

中 央 銀 行 − − −
預 金 取 扱 機 関 80,710 80,474 △236 預 金 取 扱 機 関 99,120 99,032 △88
一 般 政 府 22,701 22,562 △139 一 般 政 府 − − −
そ の 他 金 融 機 関 28,017 33,888 5,871 そ の 他 金 融 機 関 64,801 75,454 10,653
そ の 他 1,938 2,073 135 そ の 他 2,226 2,493 267

保 険 ・ 年 金 準 備 金 949 1,059 110 保 険 ・ 年 金 準 備 金 244 277 34
そ の 他 金 融 機 関 892 1,004 111 そ の 他 金 融 機 関 244 277 34
そ の 他 57 55 △1

貿 易 信 用 ・ 前 払 8,599 8,603 5 貿 易 信 用 ・ 前 払 3,209 2,732 △477
［長 期］ 894 1,099 205 ［長 期］ 70 47 △23
［短 期］ 7,705 7,504 △201 ［短 期］ 3,140 2,686 △454
一 般 政 府 564 880 316
そ の 他 金 融 機 関 16 14 △2 そ の 他 金 融 機 関 − 0 0
そ の 他 8,019 7,709 △309 そ の 他 3,209 2,732 △478

そ の 他 資 産 29,335 35,138 5,803 そ の 他 負 債 36,418 38,828 2,409
［長 期］ 10,280 10,098 △182 ［長 期］ 1,044 652 △392
［短 期］ 19,055 25,040 5,984 ［短 期］ 35,374 38,176 2,802
預 金 取 扱 機 関 17,706 19,717 2,012 預 金 取 扱 機 関 23,165 21,752 △1,412
一 般 政 府 341 330 △11 一 般 政 府 469 415 △54
そ の 他 金 融 機 関 9,262 12,949 3,686 そ の 他 金 融 機 関 12,603 16,292 3,690
そ の 他 2,027 2,142 115 そ の 他 182 368 186

特 別 引 出 権（SDR） 1,971 1,887 △84
5．�外　貨　準　備 142,406 140,276 △2,130

貨 幣 用 金 3,593 3,481 △112
特別引出権（SDR） 2,162 2,041 △121
ＩＭＦリザーブポジション 1,192 1,266 74
そ の 他 外 貨 準 備 135,459 133,488 △1,970

資 産 合 計 1,013,364 1,018,038 4,674 負 債 合 計 684,062 676,482 △7,580
純 資 産 合 計 329,302 341,556 12,254
中央銀行及び一般政府 16,567 △6,902 △23,469
中央銀行及び一般政府以外 312,735 348,458 35,723
預 金 取 扱 機 関 42,243 49,211 6,968
そ の 他 金 融 機 関 280,460 265,941 △14,518
そ の 他 △9,968 33,305 43,273

本邦対外資産負債残高の推移 ����（単位：10億円）　
平成22年末 平成23年末 平成24年末 平成25年末 平成26年末 平成27年末 平成28年末 平成29年末 平成30年末

資　　産 561,448 583,100 658,927 797,686 930,496 938,398 986,289 1,013,364 1,018,038
負　　債 305,542 317,359 359,625 471,955 579,382 611,209 649,982 684,062 676,482
純 資 産 255,906 265,741 299,302 325,732 351,114 327,189 336,306 329,302 341,556

（注）その他は，非金融法人，家計及び対家計民間非営利団体を指す。
　 �　26年末より国際収支マニュアル第６版に準拠。25年末以前の計数は可能な範囲において第６版の基準により組み替えているが，一部の項目では計上基準が異
なる。
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第２表　本邦対外資産負債残高増減要因（試算）
（単位：10億円）

資����������産 負����������債

項　　目 29年末
残高

30年末
残高

前年末
比増減 項　　目 29年末

残高
30年末
残高

前年末
比増減

取　引
フロー

為替相
場変動

その他
調　整

取　引
フロー

為替相
場変動

その他
調　整

1．�直 接 投 資 175,141 181,704 6,563 17,579 △6,004 △5,012 1．�直 接 投 資 28,926 30,711 1,785 2,859 △108 △967

2．�証 券 投 資 463,596 450,844 △12,752 20,702 △14,715 △18,739 2．�証 券 投 資 376,721 351,269 △25,451 10,726 △741 △35,436

株 式 ・ 投 資
ファンド持分

189,226 180,848 △8,378 10,090 △4,292 △14,177 株 式 ・ 投 資
ファンド持分

219,841 176,300 △43,541 △4,574 △0 △38,966

株 式 86,130 78,500 △7,629 4,338 △3,179 △8,789 株 式 216,536 172,918 △43,618 △4,956 △0 △38,661

投資ファン
ド持分

103,096 102,347 △749 5,752 △1,113 △5,388 投資ファン
ド持分

3,306 3,382 77 382 − △305

債 券 274,370 269,997 △4,374 10,612 △10,423 △4,562 債 券 156,879 174,969 18,089 15,300 △741 3,530

中 長 期 債 269,741 265,433 △4,308 10,267 △10,323 △4,252 中 長 期 債 94,201 102,615 8,414 7,222 △711 1,904

短 期 債 4,629 4,564 △66 345 △101 △310 短 期 債 62,678 72,354 9,675 8,079 △30 1,627

3．�金融派生商品 33,880 32,166 △1,714 △60,408 △0 58,694 3．�金融派生商品 33,971 30,723 △3,248 △60,526 − 57,278

4．�そ の 他 投 資 198,340 213,048 14,707 15,994 △2,341 1,055 4．�そ の 他 投 資 244,444 263,778 19,334 23,466 △2,721 △1,411

持 分 9,178 11,933 2,755 2,771 △16 0 持 分 881 964 83 83 − −

現 ･ 預 金 16,914 17,317 404 △277 △140 820 現 ･ 預 金 35,574 42,111 6,537 6,723 △165 △20

貸 付 133,366 138,997 5,631 7,664 △1,492 △540 借 入 166,147 176,979 10,832 12,868 △1,830 △207

保険・年金準
備金

949 1,059 110 110 − 0 保険・年金準
備金

244 277 34 34 − −

貿易信用・前払 8,599 8,603 5 △114 △204 323 貿易信用・前払 3,209 2,732 △477 △554 △49 126

そ の 他 資 産 29,335 35,138 5,803 5,841 △490 451 そ の 他 負 債 36,418 38,828 2,409 4,312 △593 △1,310

5．�外 貨 準 備 142,406 140,276 △2,130 2,663 △4,120 △672 特 別 引 出 権
（ Ｓ Ｄ Ｒ ）

1,971 1,887 △84 − △84 0

資 産 合 計 1,013,364 1,018,038 4,674 △3,470 △27,181 35,325 負 債 合 計 684,062 676,482 △7,580 △23,475 △3,569 19,464

参考：金融派生商品調
整後の増減計数

57,056 △27,181 △21,953 参考：金融派生商品調
整後の増減計数

37,051 △3,569 △37,814

純 資 産 合 計 329,302 341,556 12,254 20,005 △23,612 15,861

 （注）１．四捨五入のため，合計に合わないことがある。
  　　２．平成30年末時点における対外資産1,018.0兆円のうち736.7兆円が外貨建て資産，同じく対外負債676.5兆円のうち152.5兆円が外貨建て負債である。
  　　３�．「その他調整｣ には，株価・債券価格等の変動に伴う増減のほか，フロー統計（国際収支統計）との作成方法の相違による増減等が反映されている。
  　　４�．「参考：金融派生商品調整後の増減計数」欄には，金融派生商品に係る計数について，資産から負債を控除したネットの計数を資産側に計上している。
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第３表　主要国の対外純資産（IFS掲載ベース）
（単位：百万ドル）

1990年末 ドイツ 日本 スイス オランダ ベルギー
（平成２年末） 334,268 327,500 195,446 69,419 8,990
1991年末 日本 ドイツ スイス オランダ ベルギー

（平成３年末） 379,377 310,551 212,654 70,022 17,207
1992年末 日本 ドイツ スイス オランダ ベルギー

（平成４年末） 514,253 261,679 212,149 58,406 22,612
1993年末 日本 スイス ドイツ オランダ 英国

（平成５年末） 615,315 217,762 203,812 62,218 43,837
1994年末 日本 スイス ドイツ ベルギー 英国

（平成６年末） 669,872 243,331 193,582 37,159 35,244
1995年末 日本 スイス ドイツ オランダ ベルギー

（平成７年末） 817,582 267,948 127,360 64,121 47,230
1996年末 日本 スイス ドイツ ベルギー フランス

（平成８年末） 891,025 303,829 87,795 66,266 42,240
1997年末 日本 スイス フランス ドイツ ベルギー

（平成９年末） 958,733 275,612 153,839 84,203 79,280
1998年末 日本 スイス フランス ベルギー ノルウェー

（平成10年末） 1,153,635 324,245 131,245 98,271 13,453
1999年末 日本 スイス ベルギー ドイツ ノルウェー

（平成11年末） 829,119 334,116 144,372 64,031 19,283
2000年末 日本 スイス 香港 ベルギー ロシア

（平成12年末） 1,157,933 307,605 220,566 141,701 70,133
2001年末 日本 スイス 香港 ドイツ ベルギー

（平成13年末） 1,360,082 349,035 262,505 125,344 117,926
2002年末 日本 スイス 香港 シンガポール フランス

（平成14年末） 1,462,160 411,495 342,941 130,237 114,577
2003年末 日本 スイス 香港 シンガポール ベルギー

（平成15年末） 1,613,625 446,595 397,577 224,834 126,944
2004年末 日本 スイス 香港 シンガポール 中国（大陸）

（平成16年末） 1,784,482 490,882 425,789 253,375 235,838
2005年末 日本 スイス 香港 ドイツ 中国（大陸）

（平成17年末） 1,531,754 455,544 448,326 360,693 351,327
2006年末 日本 ドイツ 香港 中国（大陸） スイス

（平成18年末） 1,808,167 621,252 528,497 515,947 486,113
2007年末 日本 中国（大陸） ドイツ スイス 香港

（平成19年末） 2,194,949 941,692 693,214 653,383 491,877
2008年末 日本 中国（大陸） ドイツ 香港 スイス

（平成20年末） 2,489,372 1,389,692 646,825 632,216 624,193
2009年末 日本 中国（大陸） ドイツ スイス 香港

（平成21年末） 2,916,476 1,287,888 884,971 759,303 735,247
2010年末 日本 中国（大陸） ドイツ スイス 香港

（平成22年末） 3,150,373 1,478,292 884,154 847,951 665,138
2011年末 日本 中国（大陸） スイス ドイツ 香港

（平成23年末） 3,419,240 1,525,573 882,215 811,397 711,210
2012年末 日本 中国（大陸） ドイツ スイス 香港

（平成24年末） 3,458,136 1,674,890 1,038,664 841,189 721,473
2013年末 日本 中国（大陸） ドイツ サウジアラビア 香港

（平成25年末） 3,093,319 1,809,125 1,344,250 763,167 757,979
2014年末 日本 中国（大陸） ドイツ 香港 サウジアラビア

（平成26年末） 2,910,483 1,602,745 1,449,331 870,191 791,577
2015年末 日本 中国（大陸） ドイツ 香港 ノルウェー

（平成27年末） 2,715,205 1,672,830 1,538,887 1,003,128 698,490
2016年末 日本 中国（大陸） ドイツ 香港 ノルウェー

（平成28年末） 2,879,243 1,950,368 1,698,445 1,153,824 735,997
2017年末 日本 ドイツ 中国（大陸） 香港 ノルウェー

（平成29年末） 2,916,644 2,149,419 2,100,701 1,421,161 883,308
2018年末 日本 ドイツ 中国（大陸） 香港 スイス

（平成30年末） 3,081,336 2,374,042 2,130,090 1,294,339 897,900
【出典：IMF�IFS（International�Financial�Statistics）】
※シンガポールは2001年から，中国（大陸）は2004年から，サウジアラビアは2007年からデータ掲載。
　なお，90年代は当該計数が掲載されている国数が少ない点に留意。

18


